
51経営経済　57号　2022年３月

　　　　　　Ⅰ．研究所員会の開催

　　　　　　Ⅱ．新第一次中期計画の目標達成に向けた取り組み

　　　　　　Ⅲ．補助金の獲得

　　　　　　Ⅳ．研究活動

　　　　　　Ⅴ．国際学術交流への取り組み

　　　　　　Ⅵ．資料活動

　　　　　　Ⅶ．刊行物

　　　　　　Ⅷ．対外活動

　　　　　　Ⅸ．研究所人事

　　　　　　Ⅹ．その他

Ⅰ．研究所員会の開催

　新型コロナウイルス感染症拡大の影響により不開催とした。特別研究各グループの2020，

2021年度活動報告については，発表用資料の提出をもって報告に代えた。

Ⅱ．新第一次中期計画の目標達成に向けた取り組み

　2019年度に策定された新第一次中期計画（2023年まで）の目標達成に向け，「主要施策　取

組み　目標設定・進捗状況確認シート」により，諸施策の進捗確認を行った。

Ⅲ．補助金の獲得

　2020年度は以下の補助金を得た。

　・	私立大学校等経常費補助金特別補助（Ⅳ．大学院等の機能の高度化への支援　２．研究

施設運営支援）：8,446千円

Ⅳ．研究活動

　Ａ．特別研究

　【2020〜2021年度】

　　１．地域金融機関と会計専門職の中小企業育成力評価指標の開発と育成実践の解明

　　　　研究代表者：浅田　拓史（情報社会学部准教授）
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　　　　研究分担者：吉原　清嗣（京都大学研究員）

　　　　研究費配分：2020年度　875千円

　　　　　　　　　　2021年度　685千円

　　２	．自治体の事業承継支援策に関する実証的研究

　　　　研究代表者：梅村　　仁（経済学部教授）

　　　　研究分担者：長谷川英伸（玉川大学経営学部准教授）

　　　　研究費配分：2020年度　1,060千円

　　　　　　　　　　2021年度　900千円

　　３	．アントレプレナーシップ研究　−ブライトサイド＆ダークサイド−

　　　　研究代表者：江島　由裕（経営学部教授）

　　　　研究分担者：藤野　義和（信州大学経法学部准教授）

　　　　　　　　　　足代　訓史（拓殖大学商学部准教授）

　　　　　　　　　　	Brian	 Anderson（Associate	 Dean	 ¦ 	 Associate	 Professor	 of	

Entrepreneurship	Henry	W.	Block	School	of	Management）

　　　　研究費配分：2020年度　1,550千円（※2021年度へ1,520千円繰越）

　　　　　　　　　　2021年度　1,810千円（※2022年度へ全額繰越）

　　　　※新型コロナウイルス感染症拡大の影響により本研究は一年延期となる

　【2021〜2022年度】

　　１．自治体中小企業政策における業務の外部・民間委託に関する研究

　　　　研究代表者：桑原　武志（経済学部教授）

　　　　研究分担者：児玉　和人（静岡英和学院大学短期大学部現代コミュニケーション学科教授）

　　　　研究費配分：2021年度　700千円

　　　　　　　　　　2022年度　500千円

　Ｂ．その他研究活動

　　１．【2020〜2021年度】特別研究の研究成果報告会（研究代表者：浅田　拓史）

　　　　テーマ：企業支援者側の能力測定指標の想起

　　　　報告者：吉原　清嗣（特別研究所員，京都大学研究員）

　　　　日　時：2022年２月25日（金）14：00〜15：30

　　　　場　所：大阪経済大学G館5階 G52教室および Zoomによるハイブリッド形式
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　　２．若手研究報告会

　　　　【目的】	我が国における中小企業研究の先端拠点として，長く活動してきた知見を若

手研究者に還元するとともに研究者養成への貢献に資することを目的とす

る。

　　　　日　時：2022年１月22日（土）10：00〜11：00

　　　　場　所：Zoomによるオンライン形式

　　　　報告者：１　王相宜（大阪経済大学大学院経済学研究科　D２）

　　　　　　　　　　　「中小企業における外国人労働者の人材育成と活用に関する研究」

　　　　　　　　２　馬文博（大阪経済大学大学院経済学研究科　D１）

　　　　　　　　　　　「日本における外国人介護人材受け入れ政策の変遷とその課題」

Ⅴ．国際学術交流への取り組み

　新型コロナウイルス感染症拡大の影響により，交流活動は見送った。

Ⅵ．資料活動

　１．資料収集の特徴

　　　概ね次の３種類を収集している。

　　・国内外の中小企業に関する文献

　　・企業分析資料−会社史・経済団体史，有価証券報告書等

　　・白書，統計書

　２．2020年度受入数

　　・図書，資料，年報　和1,327冊　　　　洋24冊

　　・雑誌　　　　　　　和413タイトル　　洋19タイトル

　　・有価証券報告書　　eol データベース

　３．二次文献の作成

　　	　「解説および書評」『中小企業季報』（大阪経済大学中小企業・経営研究所）2020	No.1〜4，	

2021	No.1〜4

Ⅶ．刊行物

　１．『経営経済』

　　・第56号　2021年１月20日

　　・第57号　2022年３月９日

　２．『中小企業季報』

　　・2020	No.1　2020年４月20日

　　・2020	No.2　2020年７月20日
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　　・2020	No.3　2020年10月20日

　　・2020	No.4　2021年１月20日

　　・2021	No.1　2021年４月20日

　　・2021	No.2　2021年７月20日

　　・2021	No.3・No.4合併号　2021年10月20日

　３．『中小企業季報』通巻200号記念書籍『深化する中小企業研究』　2022年３月１日

Ⅷ．対外活動

　１．大阪府商工労働部との官学連携

　　　連携研究調整会議の開催：2020年10月30日（金），2021年11月26日（金）

Ⅸ．研究所人事

　　所　　長　梅村　　仁

　　研究所員

　　　【2020年度】　	江島　由裕（経営学部教授），橋谷　聡一（経営学部准教授），	

浅田　拓史（情報社会学部准教授），髙井　逸史（人間科学部教授）

　　　【2021年度】　	江島　由裕（経営学部教授），橋谷　聡一（経営学部准教授），	

浅田　拓史（情報社会学部准教授），髙井　逸史（人間科学部教授）

　　　　　　　　　桑原　武志（経済学部教授）

　　特別研究所員

　　　【2020年度】　	藤野　義和（信州大学経法学部准教授），足代　訓史（拓殖大学商学部

准教授），Brian	Anderson（Associate	Dean	 ¦	Associate	Professor	 of	

Entrepreneurship	Henry	W.	Block	School	of	Management），吉原　清嗣

（京都大学研究員），長谷川　英伸（玉川大学経営学部准教授）

　　　【2021年度】　	藤野　義和（信州大学経法学部准教授），足代　訓史（拓殖大学商学部

准教授），Brian	Anderson（Associate	Dean	 ¦	Associate	Professor	 of	

Entrepreneurship	Henry	W.	Block	School	of	Management），吉原　清嗣

（京都大学研究員），長谷川　英伸（玉川大学経営学部准教授）児玉　和

人（静岡英和学院大学短期大学部現代コミュニケーション学科教授）

　　企業支援担当研究所員

　　　【2020年度】　	梅村　仁（経済学部教授，中小企業・経営研究所長）山本　公平（情報

社会学部教授）

　　　【2021年度】　山本　公平（情報社会学部教授）

　　企業支援担当特別研究所員

　　　【2020年度】　	飯田　政信（大阪府社会保険労務士会前会長），越村　惣次郎（大阪府商
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工労働部大阪産業経済リサーチ＆デザインセンター　主任研究員），福田　

重実（税理士法人マークス代表社員・税理士），福田　尚好（大阪府中小

企業診断協会首席相談役），武田　雅幸（大阪市生野区役所地域まちづく

り課課長代理）

　　　【2021年度】　内海　美保（経済産業省近畿経済産業局）

　　事務職員　大塚　好晴，野田　勝子，後藤　健治

　　準 職 員　【2020年度】宮地　詠子，小笠原　洋子【2021年度】小笠原　洋子

Ⅹ．その他

　１．企業支援担当研究所員座談会の開催

　　　テーマ：ウィズ・アフターコロナにおける中小企業支援の在り方

　　　日　時：2020年８月19日（水）18：30〜20：30

　　　場　所：大阪経済大学Ｅ館７階会議室

　　　参加者：梅村　　仁（経済学部教授，中小企業・経営研究所長）【司会，進行】

　　　　　　　山本　公平（情報社会学部教授）

　　　　　　　飯田　政信（大阪府社会保険労務士会前会長）

　　　　　　　越村惣次郎（	大阪府商工労働部大阪産業経済リサーチ＆デザインセンター　

主任研究員）

　　　　　　　武田　雅幸（大阪市生野区役所地域まちづくり課課長代理）

　　　　　　　福田　重実（税理士法人マークス代表社員・税理士）

　　　　　　　福田　尚好（大阪府中小企業診断協会首席相談役）

　２．自治体アンケート調査

　　　自治体産業政策（主に工業施策）に関するアンケート調査

　　　対　象　者：全国の自治体の産業振興担当課

　　　実 施 期 間：2020年８月17日〜９月15日

　　　配布・回収方法：郵送による配布，紙媒体もしくはWEB上で回答

　　　配　布　数：834件

　　　有効回収数：416件（回収率49.9％）

　　　集計委託先：株式会社地域計画建築研究所（アルパック）

　３．日本ベンチャー学会第24回全国大会の運営補助

　　　「スタートアップからスケールアップへ〜ベンチャー研究の原点回帰〜」

　　　日　時：2021年12月３日（金）〜12月5日（日）

　　　場　所：大阪経済大学Ｄ館８階より Zoom配信

　　　会場設営や Zoom配信の補助，および報告者の接遇を行った。


